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 Ｙ大学は、平成 27年 6月 10日頃、本件論文が本件修士論文の盗用である旨の匿名の通報
を受け、本件論文について調査した結果、Ｘが本件論文作成に関して行ったことは盗用及び
改ざんに該当し、研究活動の不正行為が行われたもので、大学の名誉及び信用を傷つける行














２ 「Ａは、倫理委員会の承認を得て、平成 23 年 4 月から 8 月までの間、協力施設の研究対象者に対する
アンケート調査を実施し、本件修士論文には、上記調査期間が記載されている。これに対し、Ｘは、本件論文
において、研究対象者やデータ収集方法等に関する記載は本件修士論文と同様であるにもかかわらず、調査









































を伝えていたが、少なくとも平成 25 年 3 月頃まで、Ｘからパソコンへのメールや携帯電話への連絡はなかった















でもこの判断は維持されている（大阪高判平成 30年 11月 27日平成 30年(ネ)1414号、最決
令和元年 6月 25日平成 31年(オ)495号・平成 31年(受)599号）。 
 もっとも、本件論文が学会誌に掲載されたことから明らかなとおり、盗用された論文であ
っても、事前の論文審査でこれを排除することは、極めて困難であると考えられ、特に、本
件論文が盗用した本件修士論文のように、必ずしも公開されているとは限らない論文が盗用
された場合には、事後の通報や原著者からの異議申立を待つしか対処の方法はないであろう。
なお、近時注目されている論文剽窃チェックツールは、基本的には単語が同一であるかを丹
念に拾い上げることによってチェック対象論文と他の論文との「一致率」を判定するものに
過ぎず、本件論文のように、調査期間を書き換えたり解析図を改変したりした場合には、む
しろチェックの対象から外れてくることとなるから、完全な対応は期待できない。また、法
律学のように、法律の条文や判決文等、著作権の対象とならないものが研究対象として少な
からずあるような分野では、分析の一部を盗用したような場合、論文全体として検索した場
合の「一致率」はかなり小さくなるため、盗用の発見はさらに難しくなってしまう。 
 結局のところ、論文の盗用は、「技術的な不備」や「過失」により生ずることはむしろ少な
く、盗用した者の人格的悪意が基盤となっているものと考えざるを得ないわけであるが、問
題は、かかる状況を研究に携わる者がどの程度認識しているかにかかってくる。誤解を恐れ
ずに言うならば、論文の盗用は、極めて巧妙に行われれば、そもそも発見されること自体が
なく、仮に発見されたとしても盗用と断定することが困難となる可能性も高くなるわけであ
り、その結果、盗用として指弾されるものは「悪質」というよりも「要領が悪い」ものという
ことになりかねない状況があり、「厳罰化」も完全な効果を期待できるわけではないことを、
真摯に考えるべきであろう。 
 さらに、論文の盗用が生ずる背景として、現在、研究に従事する者が置かれている環境に
ついても、配慮する必要があるのかもしれない。本来研究は、各自の自由な発想に基づき、
生活上の必要と言うよりも生活の余裕の範疇で行われる筈のものであるにもかかわらず、具
体的かつ社会全体から注目を浴びる研究成果を、直ちにかつ大量に生産しなければならない
という無言の圧迫が、冷静な判断を狂わせ、安易な手法の 1 つとして他人の研究成果を盗用
するという方向に、研究者を追い込んでいる感もないではない。さらに、各分野での研究が
それぞれ進んでいき、他人の研究の意義や価値を適切に評価したりすることが徐々に難しく
なっていることも、かかる傾向に拍車をかけている可能性があるかもしれない。 
 以上のことからすると、論文の盗用が研究における「犯罪」であり、厳しく処断されるべ
きことは当然であるとしても、かかる抑止を適切に行うためには、事前による抑止に手間を
かけることや、発覚後の制裁を厳重にすることよりも、むしろ、盗用が事実上無効となるよ
うな研究評価の構造を創出することを検討する方が、合理的であるように思われる。 
